
北九州市監査公表第１０号 

令和元年８月９日 

北九州市監査委員 井 上   勲 

同 廣 瀨 隆 明 

同 香 月 耕 治 

                 同        河 田 圭一郎 

 監査委員の監査の結果に基づき、措置を講じた旨の通知があったので、地方

自治法第１９９条第１２項の規定により、次のとおり公表する。

１ 監査の種類

  定期監査

２ 措置を講じた局

  市民文化スポーツ局

  保健福祉局

３ 監査の期間

  平成３０年７月１１日から平成３１年２月７日まで

４ 監査公表の時期

  平成３１年２月２０日（平成３１年監査公表第７号）



５ 監査の結果に基づく措置状況 

（１）市民文化スポーツ局 

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

ア その他事務 

（ア）公の施設の指定管理業務につい

て 

（スポーツ振興課） 

 指定管理者に管理させている公の施

設の管理運営について、①所管課が借

り受けている施設に付帯する備品の取

り扱いについて貸主との間で取り決め

をしていなかったため、指定管理者に

管理させる備品の内容が不明確となっ

ていた。②施設の維持管理に係るモニ

タリングについて、市が実施すべきで

あるにもかかわらず、指定管理者の報

告書をもってこれに代えており、所管

課として実施していなかった。 

 市指定管理者制度ガイドラインでは

、基本協定の中で指定管理者が管理す

べき物件を明確にすることとされてお

り、備品の管理・使用については、予

め備品等の在庫や管理状況を確認し、

資料の形に整理しておく必要があると

されている。また、業務実施状況の確

認について、市は、モニタリング実施

項目等に基づき、書類の提出を求め、

又は実地に調査することができるとさ

れている。 

 所管課として適正な事務処理をされ

たい。 

指摘の件については、改善策を協議

し、以下のとおり適正に実施していく

。 

（①について） 

指摘された点について、平成３１年

１月に貸主と協議を行い、備品の所有

について、明確にしたうえで、市の備

品台帳に記載した。また、平成３１年

３月にその旨記載した書面を交わした

。 

指定管理者に管理させる備品につい

ては、備品台帳を市と指定管理者で共

有し、備品内容の明確化を図ることと

した。 

今後は、基本協定書に備品の一覧表

も添付することとし、指定管理者が管

理すべき備品の明確化を行う。また、

年１回、市の備品台帳と指定管理者の

台帳の突合を行うことをルール化し、

備品を適正に管理する。 

（②について） 

指摘された点について、処理方法を

変更し、市で維持管理に係るモニタリ

ングを実施することとしている。（平

成３１年３月までに一部実施済み。）

 今後は、課内の職員で業務の分担を

するなどして、年１回、全施設のモニ



監 査 の 結 果 措 置 状 況 

 タリングを行うこととし、指定管理者

が施設を適正に管理しているかを確認

する。 

 また、２月１２日に局内研修を実施

し、当該案件について局全体に情報共

有を図るとともに、注意喚起を行った

。 



監 査 の 結 果 措 置 状 況 

ア その他事務 

（イ）市が事務局となっている団体の

事務について 

  （安全・安心推進課） 

  安全・安心推進課が事務局となって

いる小倉繁華街ＰＲ大作戦実行委員会

が行った小倉繁華街ＰＲ大作戦業務委

託について、指名型プロポーザル方式

で随意契約を行っているが、①企画提

案を募集した際、応募者が積算するの

に必要な情報が示されていない仕様書

で提案をさせ、契約していた。また、

②大幅な増額変更を理由が不明確なま

ま行っていた。 

市が事務局となっている団体の事務

については、団体の規約や経理規程の

ほか、市の契約規則等に準じた適正な

事務処理が求められる。 

市委託業務要綱では、委託に当たっ

ては委託業務の範囲を明らかにすると

ともに、その仕様を定めなければなら

ないとされている。また、市業務委託

契約事務の手引きでは、仕様書は入札

参加者が積算するのに十分な情報が示

されていなければならないとされてい

る。さらに、同手引きでは、客観的に

みて原契約と一体的に扱う必要があり

、かつ、軽微な事項と判断できる場合

のみ契約変更は可能であるとされてい

る。 

適正な事務処理をされたい。 

指摘の件については、改善策を協議

し、以下のとおり適正に実施していく

。 

（①について） 

 今後、企画提案を募集する際、仕様

書に委託業務の内容範囲を明確に記載

するなど、市の「業務委託契約事務の

手引き」に基づき適正な事務を行うこ

ととする。 

（②について） 

 契約変更に際しても、「業務委託契

約事務の手引き」に基づき、変更内容

、理由、金額の根拠など、適正な内容

を記載する。 

小倉繁華街ＰＲ大作戦実行委員会は

、平成３０年５月１７日付で事業報告

と会計監査報告をもって活動を終了し

たが、今後、当課が事務局となる実行

委員会を設置する場合は、団体の規約

や経理規則のほか、市の契約規則等に

準じた適正な事務処理を行うものとす

る。 

以上について、平成３１年１月１０

日実施の課内会議にて情報共有を行う

とともに、今後同様の事案が発生しな

いよう職員間で今回の問題点等につい

てディスカッションを行った。 

また、２月１２日に局内研修を実施

し、当該案件について局全体に情報共



監 査 の 結 果 措 置 状 況 

有を図るとともに、注意喚起を行った

。 



（２）保健福祉局 

監 査 の 結 果 措 置 状 況

ア 契約事務

（ア）物品購入手続きについて

（第２夜間・休日急患センター）

 夜間・休日急患センター及び第２夜

間・休日急患センターで使用するイン

フルエンザ検査キットの購入に係る平

成２９年度の単価契約（購入総額１１

，３７２，４００円）について、①専

決権者である保健福祉局長の決裁では

なく、第２夜間・休日急患センター所

長の決裁としていた。また、②競争入

札とすべきところを随意契約としてい

た。さらに、③見積書を徴する者に対

して総予定数量を提示していなかった

。

 市副市長以下専決規程では、夜間・

休日急患センター及び第２夜間・休日

急患センターにおける１件２００万円

を超える薬品の購入の契約及び検収の

専決権者は保健福祉局長とされている

。また、市契約規則では、予定価格が

１６０万円を超える財産の買入れの契

約は競争入札の方法によるとされてい

る。さらに、物品購入契約事務の手引

きによると、単価契約は一定期間内に

複数回発注を行う同一の物品調達につ

いて総予定数量を基にその単価で契約

する方法とされており、単価契約を結

ぶには、総予定数量を示したうえで、

単価による見積書を徴しなければなら

ない。

 適正な事務処理をされたい。

今回の指摘を受け、平成３０年度の

発注において、専決権者である保健福

祉局長が決裁を行い、指名競争入札に

て実施した。入札にあたっては、仕様

書の中に総予定数量を示した。なお、

総予定数量については、インフルエン

ザの流行の度合いにより発注数量が大

幅に変動するため、事前にその旨説明

し、参考として過去５カ年の発注数量

と、その平均値を示した。 

また、今後、同様の誤りを起こさな

いよう専決区分・契約方法を記載した

注意書きを作成し、あわせて、業務マ

ニュアルを改善した。 

この注意書きを管理職含む事務職員

全員の机に挟み、発注の都度、チェッ

クすることとした。 

また、この注意書きを支出負担行為

伺書綴に綴じるようにして決裁の都度

、容易に確認できるようにし、適正な

事務処理の徹底を図った。 

局全体として、平成３１年２月２８

日に実施した局内幹部会において、今

回の指摘事項の内容を説明し、適正な

会計事務処理を行うよう周知するとと

もに、各課の事務改善会議などでも周

知するよう指導した。



監 査 の 結 果 措 置 状 況 

イ 財産管理 

（ア）公有財産管理について 

  （障害福祉企画課） 

  北九州市障害者スポーツセンターに

係る公有財産管理について、施設内に

北九州市障害者スポーツ協会が事務局

を設置しているにもかかわらず、目的

外使用許可の手続きが取られていなか

った。 

地方自治法では、行政財産は、その

用途又は目的を妨げない限度において

その使用を許可することができるとさ

れている。 

また、市公有財産管理規則では、各

局長は、行政財産をその用途又は目的

を妨げない限度において使用させる場

合の使用許可の申請があったときは、

国、他の地方公共団体その他公共団体

又は公共的団体において公用若しくは

公共用又は公益事業の用に供するとき

等に該当する場合に限り許可すること

ができるとされている。 

 適正な事務処理をされたい。 

指摘された事項について、次のとお

り改善措置を行った。 

平成３０年度分について、北九州市

障害者スポーツ協会から行政財産使用

許可申請書の提出を受け、平成３０年

４月１日から平成３１年３月３１日の

期間について、目的外使用許可の手続

きを行った。 

 また、同様の事務処理ミスが生じな

いよう業務マニュアルの改正を行った

。 

 次年度以降も、引き続き適正な事務

処理を行う。 

局全体として、平成３１年２月２８

日に実施した局内幹部会において、今

回の指摘事項の内容を説明し、適正な

会計事務処理を行うよう周知するとと

もに、各課の事務改善会議などでも周

知するよう指導した。 


